
　重点目標一覧表（中間報告調書）
【平成３０年度重点目標】

重点目標
期限・数値目標等

①連携による市外での農産物直売の研究

②クラインガルテン開発行為許可申請

③発酵に関するイベント等の開催　1回

④安全・安心の取組検討

⑤利用割合　前年度対比1.1倍

重点目標
期限・数値目標等

①新規資金交付予定　5経営体

②新規利用権設定面積　100ha

③重点地区：赤坂地区　2ha

④遊休農地解消活用面積　6ha

⑤小学生の親子　10組

⑥農地等の利用の最適化の推進に関する指針の策定

重点目標
期限・数値目標等

①間伐、下刈り等　110ha

②伐倒くん蒸　4,000㎥

　樹幹注入剤支給30団体　4,000本

③樹種転換　10ha　地元調整会議　2回

④搬出間伐　17ha

⑤ペレットストーブ導入補助3台、薪

　ストーブ導入補助20台

重点目標
期限・数値目標等

①県営事業　6池の設計、4池の工事実施

②団体営事業　奈良尾農道　工事完了

③県営事業　神川左岸地区　管路工実施

　団体営事業　欠口用水・古安曽地区実施

④広域協定運営委員会設立

　農振地域区域内農用地カバー率36％

重点目標
期限・数値目標等

①侵入防止柵設置　5.5km　10地区

②(1)先進地視察　1回

 （2)調理講習会　1回（飲食店対象）

 （3)料理教室開催1回（家庭対象）

③(1)ニホンジカ加工頭数　10頭

  (2)ペットフード商品数(30ｇ/袋)500袋

④外来魚駆除活動　4回
※ 評価基準［◎：目標を上回る進捗］［○：目標どおり進捗］［△：未進捗の部分あり］［×：全て目標未進捗］

農業の体質強化に向けた施策（防災減災対策・施設長寿命化・多面的機能の推進）

鳥獣等被害対策の推進

１

具体的な重点取組項目（箇条書き） 進捗状況・進捗度

①目標を定めた販売戦略 ①研究中

⑤学校給食における地元産食材の利用割合を増加させる取組 ⑤地元産たまねぎの納入の取組を継続実施。上田地産地消推進会議学校給食部会にて方策を検討中

農業の稼ぐ力の創出と地域活性化（地産地消・6次産業化・都市農村交流の推進）

担当部局名 農林部

②ジビエ振興研究事業 ②先進地視察　小諸市野生鳥獣商品化施設視察　1回開催

　樹幹注入剤の支給　12月実施予定

②都市農村交流の推進 ②事前申請段階

③６次産業化と農商工連携の推進 ③5月に「全国発酵食品サミットin NAGANO上田プレ大会」を開催

④市民に地産地消等の機運を醸成する取組 ④抜き打ちの残留農薬検査をメインとした「農産物直売所のあんしん認定プログラム事業」を開始

担い手の育成支援と農地利用集積の推進

地域で支える健全な森林の環境整備

５

具体的な重点取組項目（箇条書き） 進捗状況・進捗度

①有害鳥獣対策事業の実施 ①侵入防止柵設置　4.7㎞　6地区設置要望取りまとめ済（上田・真田地区）

　ジビエ振興のため試食会　1回開催

③ニホンジカ加工施設10月搬入予定　10頭

③野生鳥獣商品化研究事業 　ペットフード商品（30g/袋）500袋10月末納品予定

④清流千曲川外来魚等駆除 ④外来魚駆除活動　2回

４

具体的な重点取組項目（箇条書き） 進捗状況・進捗度

①ため池の防災減災対策の実施 ①県営事業　6池の耐震設計及び4池の工事を実施

②施設の更新等による農業生産基盤の安定化 ②団体営事業　奈良尾農道　工事7月契約、実施中

③基幹的水利施設の長寿命化 ③県営事業　神川左岸工事 10月上旬発注予定

　団体営事業　欠口用水・古安曽地区の測量委託を実施

④多面的機能支払交付金組織の拡充 ④6月2日設立。市6月25日に認定。

　農振地域区域内農用地カバー率58％達成

３

具体的な重点取組項目（箇条書き） 進捗状況・進捗度

①森林環境保全整備事業等（県事業）を活用した森林整備の推進 ①間伐、下刈り等　50.14ha実施

④市有林の森林整備 ④搬出間伐　9.73発注済

⑤再生可能な木質エネルギーの利用促進 ⑤ペレットストーブ導入補助1台、薪ストーブ導入補助8台

③樹種転換事業の推進 ③樹種転換事業の実施に向けて地元調整中

②松くい虫防除対策事業の推進 ②伐倒くん蒸　1,680㎥実施

２

③赤坂地区で2.5haの利用権設定

具体的な重点取組項目（箇条書き） 進捗状況・進捗度

①農業次世代人材投資事業：15経営体、新規採択者4経営体への資金(経営開始型)交付（うち交付停止1件）
　青年等就農計画認定予定（新規3件、変更1件）

②新規利用権設定面積　78.4ha

⑥第2回農政小委員会において指針素案決定

①新規就農者への支援

②担い手等への農地集積・集約化の促進

③農地中間管理事業を活用し、重点地区を定めた農地集積

④遊休農地の解消 　市単補助金を利用して2.0ha解消中または解消済

⑤食農教育の推進 ⑤小学生親子7組(5回実施)

⑥新たな農業委員会体制へのスムーズな移行


